


























































業者における障がい者の比率は、2016 年において約 4.8% である４）。2016 年の米国の人口は、
323.4 百万人であり、そのうち障がい者人口割合は 12.8% である５）６）７）。障がい者の内 17.9%
に当たる約 741.0 万人が就業者となる。この数は、同年の全就業者 153.3 百万人の約 4.8% を占
める。ちなみに、2016 年の日本における障がい者の就業者（雇用者）数は、47.4 万人８）であり、






は、この調達に 20 億ドルが当てられ、およそ 5 万人の雇用創出に貢献したことが方向されて












	５） 2017 Disability Statistics Annual Report https://disabilitycompendium.org/ sites/default/files/user-
uploads/2017_AnnualReport_2017_FINAL.pdf（閲覧；2019年1月14日）
	６） STATISTA https://www.statista.com/statistics/263710/unemployment-rate-in-the-united-states/ （閲覧；
2019年1月14日）
	７） 米国労働省、労働統計局https://www.bls.gov/news.release/disabl.nr0.htm（閲覧；2019年1月14日）









　日本における障がい者の雇用に関する法律は、1947 年（昭和 22 年）に施行された「職業安
定法」を原型とし、それに次ぐ 1960 年（昭和 35 年）の「障がい者の雇用促進等に関する法
律」（障がい者雇用促進法）に引き継がれる。この法律では、障がいの有無に寄らず、均等な
機会や待遇が確保され、自身の能力を有効に発揮できるようにするための措置や職業の安定を
図ることを目的としている 11）。同法の第 43 条第 1 項には、「従業員が一定数以上の規模の事
業主は、従業員に占める身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者の割合を『法定雇用率』
以上にする義務がある」と定められている。2019 年 1 月時点において、法定雇用率は 2.2% で













力があることなどがある 13）。厚生労働省雇用安定局 14）の報道発表によれば、2017 年時点での
身体・知的・精神障害者について、民間企業の法定雇用率は 2.0％である。雇用障がい者数は












の割合は、50.0% となっており、前年比で 1.2 ポイント上昇した。特例子会社は、障がいのあ
る従業員が働くための機会を創出し、そのノウハウの蓄積へ集中的に取り組んでいる会社であ
る。また、障がいの有無に関わりなく協働するための設備や仕組み、教育についても、同様に
取り組んでいる。特例子会社は、2017 年（平成 29 年）6 月 1 日時点で、464 社ある。そこで



































































　バージニア州（Commonwealth of Virginia, Virginia State）は、米国南東部にあり、2019
年時点での人口が約 858 万人である 21）。これは、合衆国人口の約 2.6% に該当する。バージニ
ア州日本事務所によれば、同州には 6 本の州間幹線道路が通り、16 箇所の商業空港、米国東
海岸第 3 位の取扱量がある港湾施設がある 22）。同州内のハンプトンローズ（Hampton Roads）
地域には、ハンプトン市、バージニアビーチ市、ノーフォーク市、チェサピーク市、ニューポー
ト・ニューズ市、ポーツマス市が含まれ、広域都市圏を成している。またこの地域は、ワシン

















	 21） World Population Review http://worldpopulationreview.com/states/virginia-population/（閲覧；2019年
1月16日）
	 22） バージニア州日本事務所 https://www.vedp.org/japan（閲覧；2019年1月16日）















2014 年度において、連邦政府系 2 機関と州政府系 11 機関との契約から成り立っており、同組













	 24） VersAbility Resources ウェブサイト 団体紹介https://versability.org/about/who-we-are/（閲覧：2019年
1月3日）
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Water Training Center）として設立された 26）。1970 年代に、そこでボランティアとして働
いていたルイス・W・エグレストン氏が、所有する建物を提供し、後に寄付されたことで、彼

























やリハビリテーション、就業機会の提供を行っており、2018 年 3 月時点で、50 名の退役軍人
が対象となっている 29）。
	 27） Eggleston ウェブサイト https://www.egglestonservices.org/（閲覧：2018年12月31日）
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事例３）シュガー・プラム・ベーカリー ･ インク（Sugar Plum Bakery Inc）
　シュガー・プラム・ベーカリー ･ インク（Sugar Plum Bakery Inc）は、米国バージニア州バー







者に対する認識の変容を図ることを目指している 30）。2006 年からは、Medicaid とのパートナー
シップを結び、低所得の掛金納付免除者に対する就業前訓練の提供を始め、設立以来 1000 名
を越える雇用者と雇用研修者を生み出した 31）。









た。その他にも、バージニア州の加齢・社会復帰サービス局（Department of Aging and 
Rehabilitative Services）や Knights of Columbus （KOVAR）、ノーフォーク財団（Norfolk 














	 30） Sugar Plum Bakery ウェブサイト https://sugarplumbakery.org/sugar-plums-programs-2/ （閲覧：2018
年12月30日）


































































































53（3）, 1-16, 2017 年







岸秀雄編著、『ソーシャル・エンタープライズ - 社会貢献をビジネスにする』、2008 年




Ms. Julie Palmer、Eggleston Services; Mr. Tim Giles、Sugar Plum Bakery; Ms. Linda Green

